生産提携契約書
株式会社○○○○（以下「甲」という）と、株式会社○○○○（以下「乙」という）とは、甲乙間における生産提携取引を行うについて、次のとおり生産提携契約を締結する。
（目的）
第1条 甲は、乙に対し、本製品の生産を委託し、完成した本製品を乙から買取る。
２、本製品の仕様については、甲及び乙は別途協議して、仕様確認書において定める。
（仕様変更）
第2条 本製品の仕様を変更する必要が生じた場合には、甲及び乙は、その都度協議して、書面をもって仕様確認書を変更する。
（商標利用）
第3条 乙は、本製品及び梱包材等に甲の指定する商標を、甲の指定する態様、方法で添付する。
２　乙は、甲の商標を付した本製品を甲以外の第三者に対して販売しないものとし、また、甲の商標を本契約以外の目的のために使用してはならない。
（再委託の禁止）
第4条 乙は本製品の生産について第三者に再委託することができない。ただし、甲が事前に書面による承認をした場合はこの限りでない。
（最低発注保証）
第5条 甲は、乙に対し、本契約締結の日から１年間を初年度として、本製品○○個を発注して買取り、２年度は○○個発注買取りをすることを保証する。３年度以降については、甲及び乙が協議して定める。
（検品）
第6条 甲は、納入後○日以内に本製品の受入検査を行い、その結果を速やかに乙に報告する。この報告書発送の日をもって、本製品の所有権は、乙から甲に移転する。
２　前項の受入検査に合格しなかったときは、乙は、直ちに代替品を納入するか、又は、無償で修理を行わなければならない。
（危険負担）
第7条 本製品の所有権が甲に移転する前に本製品の全部又は一部が滅失、毀損、変質したときは、甲の責に帰すべき事由による場合を除いて、乙の負担とする。
（アフターサービス）
第8条 甲および甲の出荷先に対する本製品のアフターサービスは第９条、第１０条で乙の責任が認められる場合を除き、甲が自己の負担と責任において行う。ただし、甲において修理不能ないし困難の場合は、甲は乙に対して有償にて修理を依頼することができるものとし、その詳細は別途甲乙協議の上取り決める。
２　前項但書における甲から乙への修理依頼は、乙をして修理に必要な技術を欠く等、修理が不可能な事情がない限り、乙は右依頼を拒否することができない。
（支払）
第9条 甲は、乙に対し、受入検査に合格した本製品の代金を、毎月〇〇日で締切り、翌月末日までに乙の指定する銀行口座に振込む方法により支払う。
２　前項の支払には、本製品の乙から甲へ納入するに際し発生する運送費用、梱包費用、その他費用も一括して含まれる。
（瑕疵担保責任）
第10条 甲において、本製品の受入検査のときから１年以内に本製品の隠れたる瑕疵を発見し、直ちにその旨を乙に通知したときは、乙は甲の指示に従い、速やかに代品納入、修理、代金減額の措置を取らなければならない。
（製造物責任）
第11条 甲が乙より本製品を納入し、第三者へ出荷した後において、本製品が、第三者の財産および身体に損害を及ぼし、または及ぼす可能性が生じた場合、甲は乙にすみやかに連絡し、製品の回収、原因の検査、修理、交換その他により、適切に処理解決しなければならない。
２　甲および乙は、前項の損害につき紛争が発生した場合、自身へ第三者が損害賠償の請求等を提起した、あるいはしようとしていることが明らかな場合、迅速に他の当事者へ報告し、その処理解決に協力するものとする。
３　前各項の場合、甲が第三者に対して損害賠償等の責任を負担するに至った場合には、甲は乙に対し、かかる第三者に対する損害賠償により被った自己の損害（弁護士費用、調査費用を含む。）を求償することができる。ただし、右損害が本製品の製造に関する甲から乙への指示に起因する場合はこの限りでない。
（改良技術）
第12条 　本契約の履行の過程において、甲および乙が共同して本製品に関する改良技術を開発した場合には、これらの改良技術は、甲乙共有のものとし、いずれの当事者も、本製品およびその他の製品の製造のために、これらの改良技術を自ら使用し、または第三者に使用させることができる。当該改良技術に関する産業財産権等の取得については、甲乙協議の上決定する。
２　本製品または本製品と同一、もしくは類似の製品に関して、乙が独自に改良技術を開発した場合は、当該改良技術は乙に帰属するものとする。ただし、乙は当該改良技術について遅滞なく甲に通知するものとし、乙が当該改良技術について産業財産権等の登録の出願をするに際しても同様とする。
（秘密保持）
第13条 　甲および乙は、本契約に関連して知りえた他の当事者の技術上・経営上の一切の秘密を、他の当事者の書面による承諾がない限り、第三者に漏洩または開示してはならない。ただし、以下各号はその限りではない。
①　他の当事者から知得する以前にすでに所有していたもの。
②　他の当事者から知得する以前にすでに公知のもの。
③　他の当事者から知得した後に、自己の責によらない事由により公知とされたもの。
④　正当な権限を有する第三者から秘密保持の義務を伴わずに知得したもの。
２　前項の規定は本契約終了後○年間継続する。
（契約解除）
第14条 　甲または乙は、他の当事者が次の各号の一つに該当したときは、催告なしにただちに、本契約およびこれにもとづく個別契約の全部または一部を解除することができる。
1 この契約あるいは仕様確認書の重大事項に違反したとき
2 監督官庁より営業取消又は停止等の処分を受けたとき
3 銀行取引停止処分を受けたとき
4 第三者から強制執行、差押、仮差押、仮処分等保全手続を受けたとき
5 破産、民事再生、会社更生あるいは特別清算の申立を受けたとき
6 信用状態悪化等あるいはその他契約の解除につき、相当の事由が認められるとき
（有効期間）
第15条 　本契約の有効期間は、平成○○年○○月○○日より満１年とする。ただし、期間満了の○ヶ月前までに、当事者の一方又は双方より、書面による契約条項の変更又は解約の申入れがなされない場合は、同一の条件にてさらに満１年自動的に更新されるものとし、以後も同様とする。
２　本契約の有効期間中であっても、甲又は乙は、相手方に対し〇〇ヶ月の予告期間をおいて、本契約を終了することができるものとし、この場合、損害賠償義務は生じないものとする。
（専属的合意管轄）
第16条 　甲及び乙は、本契約に関して裁判上の紛争が生じた場合は、○○地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とすることに合意する。

（規定外事項）
第17条 　この契約に定めのない事項又はこの契約の条項の解釈に疑義を生じたときは、甲乙協議の上定めるものとする。
以上を証するため、本契約書を２通作成し、甲乙記名捺印の上各自１通を保有する。
平成○○年○○月○○日
（甲） 住所
　　　 会社名


 氏名       ○ ○ ○ ○          eq \o\ac(○,印)
（乙）  住所
        会社名


 氏名       ○ ○ ○ ○          eq \o\ac(○,印)
